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⑺	　犯罪被害者等早期援助団体に対する指導　	  94
トピックス�　犯罪被害者等電話サポートセンターの開設による相談活動　	  95
�コラム５　支援に携わり感じた数々の思い　	  96
トピックス�　	大学生による犯罪被害者支援ボランティアの活動	

〜岡山県犯罪被害者支援大学生ボランティア連絡会「あした彩
いろ

」　	  97

第５章　国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組

1 国民の理解の増進（基本法第20条関係）　	  102
⑴	　学校における生命のかけがえのなさ等に関する教育の推進　	  102



⑵	　学校における犯罪被害者等の人権問題も含めた人権教育の推進　	  102
⑶	　学校における犯罪被害者等に関する学習の充実　	  102
⑷	　子供への暴力抑止のための参加型学習への取組　	  102
⑸	　家庭における命の教育への支援の推進　	  102
⑹	　中学生・高校生を対象とした講演会の実施　	  103
トピックス�　命の大切さを学ぶ教室全国作文コンクール　	  103
⑺	　生命・身体・自由の尊重を自覚させる法教育の普及・啓発　	  105
⑻	　「犯罪被害者週間」にあわせた集中的な啓発事業の実施　	  105
⑼	　犯罪被害者支援に関わりの深い者に対する積極的な広報啓発の実施　	  105
トピックス�　犯罪被害者週間　	  106
トピックス�　途切れない支援の重要性〜亡くなった子供・遺された子供への想い〜　	  108
⑽	　一般国民に対する効果的な広報啓発の実施　	  111
⑾	　被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に対する相談体制の充実及び理解の促進　	  111
⑿	　犯罪被害者支援のための情報提供　	  111
⒀	　若年層に対する広報・啓発　	  111
⒁	　犯罪被害者等施策の関係する特定期間における広報啓発事業の実施　	  112
⒂	　様々な広報媒体を通じた犯罪被害者等施策に関する広報の実施　	  113
⒃	　国民の理解の増進を図るための情報提供の実施　	  114
⒄	　調査結果の公表等を通じた犯罪被害者等の置かれた状況についての国民の理解の増進　	  114
⒅	　犯罪被害者等に関する個人情報の保護	　	  114
⒆	　犯罪被害者等に関する個人情報の保護に配慮した地域における犯罪発生状況等の情報提供の	

実施　	  114
⒇	　交通事故被害者等の声を反映した国民の理解増進　	  115
�	　交通事故の実態及びその悲惨さについての理解の増進に資するデータの公表　	  115
�	　交通事故統計データの充実　	  115
トピックス�　全国犯罪被害者支援フォーラム2018　	  116
�コラム６　天国のお父さん、いつまでも「ありがとう」　	  117

犯罪被害者等施策に関する基礎資料
１．犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）　	  120
２．犯罪被害者等施策推進会議令（平成17年政令第68号）　	  123
３．第3次犯罪被害者等基本計画（平成28年4月1日閣議決定）　	  123
４．令和元年度犯罪被害者等施策関係予算額等調　	  159
５．政府・地方公共団体の犯罪被害者等施策担当窓口及び地方公共団体の取組状況　	  167
６．公益社団法人全国被害者支援ネットワーク加盟団体一覧　	  190
７．刑法犯　罪種別　認知件数の推移（平成26～30年）　	  193
８．特定罪種別　死傷別　被害者数（平成29年）　	  194
９．交通事故発生状況の推移（平成26～30年）　	  195
10．交通事故死者数の月別推移（平成26～30年）　	  195
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